
財 政 報 告 書

平成 ２ ７年 ６月 １日

秋 田 県 横 手 市



１　収入及び支出の概況１　収入及び支出の概況１　収入及び支出の概況１　収入及び支出の概況

平成26年度予算の執行状況（普通会計・３月３１日現在）平成26年度予算の執行状況（普通会計・３月３１日現在）平成26年度予算の執行状況（普通会計・３月３１日現在）平成26年度予算の執行状況（普通会計・３月３１日現在）

予算額予算額予算額予算額 587億8,983万円

歳入歳入歳入歳入 歳出歳出歳出歳出

収 入 済 額 収 入 率 支 出 済 額 執 行 率

合計 454億7,236万円 77.3% 合計 468億3,236万円 79.7%

市税 78億6,795万円 95.5% 総務費 44億9,863万円 79.4%

地方消費税交付金 11億2,772万円 100.0% 民生費 120億1,442万円 81.3%

地方交付税 223億4,379万円 100.0% 衛生費 48億3,909万円 61.8%

分担金・負担金 4億963万円 83.2% 労働費 1億5,484万円 86.7%

使用料・手数料 6億2,206万円 101.7% 農林水産業費 31億298万円 83.8%

国庫支出金 49億9,371万円 64.6% 商工費 17億2,454万円 80.5%

県支出金 18億4,014万円 48.6% 土木費 53億1,625万円 78.5%

諸収入 20億6,727万円 85.1% 教育費 50億5,718万円 71.4%

財産収入 1億8,681万円 114.7% 公債費 66億3,188万円 99.9%

繰越金 15億6,338万円 102.6%

市債 16億9,180万円 18.4%

その他 7億5,810万円 65.7% その他 34億9,255万円 87.1%

その他…交付金など その他…議会費、消防費など

　普通会計とは、個々の地方公共団体ごとに各会計の範囲が異なることから、自治体間の財政比較が
できるようにするため、地方財政統計上で共通して用いられる会計区分で、横手市では一般会計・土
地区画整理事業特別会計・障害者支援施設特別会計の３つの会計を合わせたものを普通会計としてい
ます。



２.市税収入および負担状況（３月３１日現在）２.市税収入および負担状況（３月３１日現在）２.市税収入および負担状況（３月３１日現在）２.市税収入および負担状況（３月３１日現在）

　市税は、市民の皆さんや企業などから納めていただいた税金であり、

市の事業を行ううえで欠くことのできない貴重な財源となっています。

　なお、入湯税は観光施設や消防施設の整備、観光振興事業など

にあてる財源となっています。

区別

税制

市民税 29億9,515万円 38.1%

固定資産税 38億5,143万円 49.0%

市たばこ税 6億8,630万円 8.7%

軽自動車税 2億4,714万円 3.1%

入湯税 7,234万円 0.9%

その他 1,559万円 0.2%

計 78億6,795万円 100.0%

市民１人あたり （3/31住基人口 95,175 人）

区別

税制

市民税 31,470円 38.1%

固定資産税 40,467円 49.0%

市たばこ税 7,211円 8.7%

軽自動車税 2,597円 3.1%

入湯税 760円 0.9%

その他 164円 0.2%

計 82,669円 100.0%

その他…都市計画税(滞納分)など

収入済額 構成比

収入済額 構成比



３　公営事業の執行状況３　公営事業の執行状況３　公営事業の執行状況３　公営事業の執行状況

企業会計とは、市などが行う公営企業会計のことで、水道、病院、ガス、

電気など地方公営企業法の適用を受ける公営企業のうち、横手市では病院事業

(横手病院と大森病院)、水道事業と下水道事業が対象となります。

病院事業

＜貸借対照表＞ （平成27年3月31日現在）

固 定 資 産 70億5,200万円 固 定 負 債 65億446万円

流 動 資 産 47億6,019万円 流 動 負 債 13億634万円

繰 延 収 益 5,575万円

資 本 金 53億8,183万円

欠 損 金 14億3,619万円

合 計 118億1,219万円 合 計 118億1,219万円

※欠損金のうち11億7,327万円は、会計制度の変更（退職手当引当金等の計上義

無化）による。

＜損益計算書＞ （平成26年4月1日から平成27年3月31日）

医 業 費 用 77億3,068万円 医 業 収 益 69億5,806万円

医 業 外 費 用 1億2,477万円 医 業 外 収 益 5億6,962万円

特 別 損 失 11億7,406万円 特 別 利 益 3万円

当 期 純 利 益 当 期 純 損 失 15億180万円

合 計 90億2,951万円 合 計 90億2,951万円

※特別損失及び当期純損失のうち11億7,327万円は会計制度の変更（退職給付引

当金等の計上義務化）による。

水道事業

＜貸借対照表＞ （平成27年3月31日現在）

固 定 資 産 238億1,743万円 固 定 負 債 128億9,297万円

流 動 資 産 24億1,144万円 流 動 負 債 9億4,150万円

繰 延 収 益 48億2,246万円

資 本 金 59億9,423万円

剰 余 金 15億7,771万円

合 計 262億2,887万円 合 計 262億2,887万円

＜損益計算書＞ （平成26年4月1日から27年3月31日）

営 業 費 用 15億6,806万円 営 業 収 益 16億8,518万円

営 業 外 費 用 3億3,233万円 営 業 外 収 益 2億6,822万円

特 別 損 失 1,627万円

当 期 純 利 益 3,674万円

合 計 19億5,340万円 合 計 19億5,340万円 　

下水道事業

＜貸借対照表＞ （平成27年3月31日現在）

固 定 資 産 307億8,234万円 固 定 負 債 165億5,453万円

流 動 資 産 5億3,602万円 流 動 負 債 14億9,001万円

繰 延 収 益 98億4,140万円

資 本 金 33億　335万円

剰 余 金 1億2,907万円

合 計 313億1,836万円 合 計 313億1,836万円

＜損益計算書＞ （平成26年4月1日から27年3月31日）

営 業 費 用 13億1,890万円 営 業 収 益 6億4,254万円

営 業 外 費 用 3億8,512万円 営 業 外 収 益 11億4,643万円

特 別 損 失 1,124万円

当 期 純 利 益 7,371万円

合 計 17億8,897万円 合 計 17億8,897万円

費　　　用 収　　　益

資産の部 負債・資本の部

費　　　用 収　　　益

費　　　用 収　　　益

資産の部 負債・資本の部

資産の部 負債・資本の部



４　財産、公債及び一時借入金の現在高４　財産、公債及び一時借入金の現在高４　財産、公債及び一時借入金の現在高４　財産、公債及び一時借入金の現在高

　家庭での自動車ローンや住宅ローンなどのように、市でも事業に必要な

資金が不足した場合には、借り入れをして不足分をまかなうことがあります。

　このうち、施設や道路などの建設、災害復旧などにあてられ、

年度をこえて返済するものが地方債です。

　一会計年度内で、現金の不足分を補うために借り入れるお金が一時借入金です。

地方債現在高（普通会計分：平成27年3月31日現在）

　市が行う大規模な建設事業などの資金として借り入れる

もので、利子とともに年度をこえて返済しています。

地方債の名称 金額

総務債 51億536万円

民生債 14億6,374万円

衛生債 29億1,384万円

農林水産業債 36億7,781万円

土木債 114億659万円

公営住宅債 16億2,425万円

消防債 17億8,675万円

教育債 98億8,061万円

臨時財政対策債※ 192億7,484万円 　

その他 17億4,897万円

合計 588億8,276万円

その他…商工債・災害復旧債など

市民１人あたり 618,679円 （3/31住基人口 95,175 人）

一時借入金現在高（普通会計分：平成27年3月31日現在）

　年度内に不足した現金を補うための借入金です。

借入限度額 80億円

借入現在高 20億5,727万円

市有財産の現在高（平成27年3月31日現在）

土地 68,315,008.09㎡

建物 605,627.16㎡

※臨時財政対策債とは、国から地方自治体に交付する地方交付税の財源が不足した場合
に、その穴埋めとして地方自治体に地方債を発行させる制度です。ただし、返済に要する
費用は後年度の地方交付税で措置されます。



５　特別会計の執行状況（３月３１日現在）５　特別会計の執行状況（３月３１日現在）５　特別会計の執行状況（３月３１日現在）５　特別会計の執行状況（３月３１日現在）

予 算 額

会　計　別 収 入 済 額 収入率

支 出 済 額 執行率

123億850万円

国民健康保険特別会計 107億1,352万円 87.0%

106億6,441万円 86.6%

111億6,761万円

介護保険特別会計 93億6,603万円 83.9%

101億5,525万円 90.9%

7億2,642万円

特別養護老人ホーム特別会計 4億7,015万円 64.7%

6億8,474万円 94.3%

7億263万円

市営温泉施設特別会計 4億9,105万円 69.9%

6億2,417万円 88.8%

4億2,588万円

集落排水事業特別会計 1億680万円 25.1%

3億8,767万円 91.0%

5,228万円

浄化槽市町村整備推進事業特別会計 6,725万円 128.6%

2,533万円 48.4%

5億2,611万円

介護老人保健施設特別会計 3億8,524万円 73.2%

4億8,545万円 92.3%

3,287万円

介護サービス事業特別会計 5,745万円 174.8%

2,699万円 82.1%

8,411万円

指定通所介護事業特別会計 8,571万円 101.9%

7,545万円 89.7%

9億3,165万円

後期高齢者医療特別会計 9億2,362万円 99.1%

9億1,580万円 98.3%

1,984万円

財産区特別会計 2,039万円 102.8%

1,455万円 73.4%

特別会計は、特定の歳入歳出を普通会計の歳入歳出と区別して処理する

ための会計です。


